
 

ワークショップ形式で学ぶ『民法改正の現場対応』の羅針盤 
～ 今のうちに知っておきたい改正のポイントと、 

相談体制づくりのヒント ～ 
 ２０１９年 ３月 ８日（金）１４：００～１７：００ 

Part I. 法務担当者として押さえておきたい勘所 

・本当に影響があるのはどの項目か？ ～重要改正論点一覧 

・いつから、どんな取引に適用があるのか？ ～改正の勘所・経過措置 
 
Part II. ワークショップ  

～事業部門からこんな問い合わせがあったらどう対応しますか？ 

①「約款」を使った取引をしているのですが、何か対応しなければならないのでしょうか？ 

・改正のポイントと対応例 

・改正対応の社内業務フローを考える 

②「瑕疵担保責任」は「契約不適合責任」に文言を変更すればいいんですよね？ 

・改正のポイントと対応例 

・法律事務所に外注すべきこと/すべきでないこと 

③業務委託契約の報酬は、中途解約時も含め、これまで通り定めておけば問題ないですね？ 

・改正のポイントと対応例 

・弁護士に無駄な作業をさせない“質問テクニック” 
 

※当日は、最新動向や最新情報を盛り込むため、内容を変更する可能性がございます。 

 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町 2Ｆ 
 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 

【開催にあたって】  
民法改正の影響はこれから締結される契約だけに留まりません。通常の契約審査に加え、ひな形の修正、過去に締結

された契約や、これまで契約書が作られていなかった取引まで、改正対応の相談が一度に法務に押し寄せて来るとした

ら…通常の業務体制で迎え撃つことはできるでしょうか？ 

本セミナーでは、ワークショップを通じて、改正のもたらす実務上のインパクトを概観しつつ、改正対応業務の体制づくりの

ヒントや、社内外のリソースの効率的な使い方など、「民法改正対応の現場を生き抜く術」を考えていきます。民法改正

対応は法務の腕の見せ所。難局を制し、「できる法務」「頼れる法務」への第一歩を踏み出しましょう！ 

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 

パートナー弁護士 山島達夫 氏 

 東京大学教養学部卒業、同大学大学院法学政治学研究科修了。2005

年弁護士登録。国内大手法律事務所勤務を経て、2014 年より同事務

所パートナー。主な取り扱い分野は、国際取引、独占禁止法、労働法、

コンプライアンスなど。豊富な講師経験とプロジェクト統率力によ

り、明快かつ実践的な方法論と対策を提示する。 

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 

パートナー弁護士 三浦悠佑 氏 

 
 
一橋大学商学部商学科卒（国際マーケティング）。2006 年弁護士登録。国内
法律事務所勤務を経て 13 年に現在の事務所に入所、17 年より同事務所パー
トナー。大手国際海運企業に 3 年間出向し、本社及びグループ企業を対象と
した独禁法コンプライアンス及び法務機能の強化プロジェクトに従事。現在
はクライアント企業のコンプライアンス案件に多数従事する傍ら、SMBC コン
サルティング、Business Law Journal 等におけるコンプライアンス、法務強
化セミナー、執筆を精力的に展開している。 

ご参加頂きたい方 

 182129-0303  

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） 

税込・資料代含 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

民法改正の現場対応の羅針盤 

法務部門、総務部門、知的財産部門など関連部門において、契約書・

約款の見直しなど民法改正に関わる業務を担当される方 


